
《住所地特例の対象となる施設》

① 病院又は診療所への入院

② 児童福祉法第７条第１項に規定する児童福祉施設への入所【国民健康保険のみ適用】
・児童福祉施設・・・助産施設、乳児院、母子生活支援施設、保育所、児童厚生施設、児童養護施設、知的障害児施設、知的障害児通園施設、盲ろうあ児施設、肢体不自由児施設、重症心身

障害児施設、情緒障害児短期治療施設、児童自立支援施設及び児童家庭支援センター

③ 障害者総合支援法第５条第12項に規定する障害者支援施設又は同条第１項の厚生労働省令で定める施設への入所
・障害者支援施設・・・障害者につき、施設入所支援を行うとともに、施設入所支援以外の施設障害福祉サービスを行う施設

④ 独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園の設置する施設への入所

⑤ 老人福祉法第20条の４又は第20条の５に規定する養護老人ホーム又は特別養護老人ホームへの入所

⑥ 介護保険法第８条第11項に規定する特定施設（有料老人ホームに該当するサービス付き高齢者向け住宅を含む。）への入居又は同条第24項に規定する介護
保険施設への入所（※ 下線部は、平成27年４月１日から施行。）
・特定施設・・・有料老人ホーム、養護老人ホーム、軽費老人ホームのうち、地域密着型特定施設（有料老人ホーム、養護老人ホーム、軽費老 人ホームのうち、 その入居者が要介護者、その配

偶者その他厚生労働省令で定める者に限られるもののうち、その入居定員が29人以下であるもの）でないもの
・介護保険施設・・・指定介護老人福祉施設、介護老人保健施設及び指定介護療養型医療施設

⑦ 障害者総合支援法附則第18条第２項に規定する共同生活援助又は共同生活介護を行う共同生活住居への入居

入所又は入院中の被保険者の特例（住所地特例）について
○ 本来、国民健康保険又は後期高齢者医療の適用は住所地で行われるため、特別養護老人ホームや障害者施設などの社

会福祉施設等へ入所したことにより、当該施設の所在する市町村又は後期高齢者医療広域連合に住所が移った者について
は、その施設所在地で適用を受けることとなる。

○ この結果、これらの者の医療費が当該市町村又は広域連合の負担となるため、施設所在地の市町村の国民健康保険又
は広域連合の負担が重くなるという不公平が生じることとなる。

○ 負担の不均衡を是正するために、以下に掲げる施設等への入所により、他の市町村又は広域連合から転入してきた者に
ついては、入所する前の住所地の市町村が行う国民健康保険又は広域連合が行う後期高齢者医療の被保険者としている。

住所地：

保険者： Ａ県広域Ａ県広域

保険者は同じ

住所地特例のイメージ 75歳到達 入所
Ａ県Ａ市 Ｂ県Ｂ市

Ａ市町村国保 Ａ市町村国保

保険者は同じ

Ａ市町村 入所 Ｂ市町村

住所地特例の仕組みは介護保険制度においても同様であり、
介護保険では⑥の施設のみが住所地特例の対象施設となる。

【後期高齢者医療】

【国民健康保険】
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住所地：

保険者：



○ 介護保険においては、住所地の市町村が保険者となるのが原則だが、介護保険施設等の所在する市町村の財政に配
慮するため、特例として、入所者は入所前の市町村の被保険者となる仕組み（住所地特例）を設けている。

○ 現在、サービス付き高齢者向け住宅は有料老人ホームに該当しても特例の対象外だが、所在市町村の負担を考慮し、
その他の有料老人ホームとの均衡を踏まえ、有料老人ホームに該当するサービス付き高齢者向け住宅についても、住
所地特例の対象とする。

○ 従来の住所地特例では、対象者が住所地の市町村の指定した地域密着型サービス及び地域支援事業を使えないとい
う課題があるが、住所地特例対象者に限り、住所地市町村の指定を受けた地域密着型サービスを使えるようにし、住
所地市町村の地域支援事業を利用できることとする（地域支援事業の費用負担は調整）。

サービス付き高齢者向け住宅への住所地特例の適用

＜現在の対象施設等＞
(1) 介護保険３施設
(2) 特定施設（地域密着型特定施設を除く。）

・有料老人ホーム
※特定施設入居者生活介護の指定を受けていない賃貸
借方式のサービス付き高齢者向け住宅は対象外。

・軽費老人ホーム
(3) 養護老人ホーム

Ａ町 Ｂ市

自宅
施設等

住所 Ｂ市
住民税 Ｂ市
行政サービス Ｂ市
介護保険の保険者 Ａ町
介護保険料 Ａ町
保険給付 Ａ町

＜制度概要＞

この除外規定を見直し、有料
老人ホームに該当するサービ
ス付き高齢者向け住宅を住所
地特例の対象とする
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